
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

351,923 0 0 351,923

783,709,808 9,333 0 783,719,141

784,061,731 9,333 0 784,071,064

4,227,400 286,300 0 4,513,700

1,251,504 0 0 1,251,504

2,294,767 410,000 0 2,704,767

2,875,000 125,000 0 3,000,000

10,648,671 821,300 0 11,469,971

794,710,402 830,633 0 795,541,035

　（２）　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したもの・・・旧定率法

　　　　　　平成１９年４月１日以後に取得したもの・・・定率法

２．　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　（３）　引当金の計上基準

　　　　　　退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を

　　　　　　　　　　　　　　　　計上している。

　（４）　消費税等の会計処理

　　　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

財務諸表に対する注記

１．　重要な会計方針

　（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額）によっている。

　　退職給付引当資産

　　財政調整積立資産

　　ﾎﾟﾝﾌﾟ操法大会実施積立資産

自治体消防周年事業実施積立資産

小　　　　計

科　　　目

基本財産

　　基本金

　　活性化基金

特定資産

小　　　　計

合　　　　計



当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

351,923 (351,923)（　　　　　0） （　　　　0）

783,719,141 (783,719,141)（　　　　　0） （　　　　0）

784,071,064 (784,071,064)（　　　　　0） （　　　　0）

4,513,700（　　　　　0）（　　　　　0） (4,513,700)

1,251,504（　　　　　0） (1,251,504) （　　　　0）

2,704,767（　　　　　0） (2,704,767) （　　　　0）

3,000,000（　　　　　0） (3,000,000) （　　　　0）

11,469,971（　　　　　0） (6,956,271) (4,513,700)

795,541,035 (784,071,064) (6,956,271) (4,513,700)

取得価額 減価償却累計額 　当期末残高

1,680,000 1,679,999 1

491,400 491,399 1

76,440 0 76,440

2,247,840 2,171,398 76,442

　自治体消防周年事業実施積立資産

　　基本金

　　活性化基金

小　　　　計

３．　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

科　　　目

特定資産

　　退職給付引当資産

　　財政調整積立資産

　　ﾎﾟﾝﾌﾟ操法大会実施積立資産

　　什器備品

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目

　　電話加入権

　合　　　計

　　車両運搬具

　　　　保証債務等の偶発債務については、該当はありません。

６．　保証債務等の偶発債務

小　　　　計

合　　　　計

４．　担保に供している資産

　　　　担保に供している資産については、該当はありません。

５．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高



７．　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は､次のとおりである。

帳簿価額 時　　価 評価損益

50,000,000 50,345,000 345,000

59,992,650 60,474,000 481,350

49,993,875 50,386,400 392,525

42,979,997 49,905,800 6,925,803

100,000,000 115,681,100 15,681,100

50,000,000 57,891,650 7,891,650

50,000,000 54,044,750 4,044,750

50,000,000 56,375,900 6,375,900

24,000,000 24,211,200 211,200

100,000,000 102,415,100 2,415,100

100,000,000 96,560,000 △ 3,440,000

100,000,000 99,690,000 △ 310,000

5,000,000 4,989,000 △ 11,000

781,966,522 822,969,900 41,003,378

８．　引当金の明細

目的使用 その他

4,227,400 286,300 0 0 4,513,700

９．　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
補助金等
の名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金 群馬県 0 4,300,000 4,300,000 0 一般正味財産

日本消防協会 0 3,761,320 3,761,320 0 一般正味財産

助成金 日本消防協会 0 34,033 34,033 0 一般正味財産

0 8,095,353 8,095,353 0

１０．　関連当事者との取引の内容

　　　　　関連当事者との取引内容については、該当取引はありません。

１１．　重要な後発事象

　　　　　重要な後発事象については、該当はありません。

１２．　その他

　　　　　該当はありません。

期末残高当期増加額

第139回20年国債

退職給付引当金

科　　　目

355大阪府公債

令和2年度第23回群馬県債

　　合　　　計

当期減少額

東京都公募公債第29回

令和元年度第21回群馬県債

23-11北海道公債

23-11北海道公債

　合　　　計

科　　　目

福岡県平成26年第1回20年債

第151回20年国債

神奈川県債第28回20年債

平成29年第17回群馬県公債

兵庫県債第34回20年債

愛知県1-520年債

期首残高


